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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、持ち直している」 

項 目 前回（7年1月判断） 今回（7年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

（注）7年4月判断は、前回7年1月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直しつ

つある。雇用情勢は、持ち直している。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年1月判断） 今回（7年4月判断） 
前回 
比較 

個人消費 持ち直している 
物価上昇の影響がみられるものの、持ち直
している  

生産活動 横ばいの状況にある 緩やかに持ち直しつつある 
 

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 6年度は増加見込みとなっている 6年度は増加見込みとなっている 
 

企業収益 6年度は増益見込みとなっている 6年度は増益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「上昇」超に転じている 「下降」超に転じている 

 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境の改善や、各種政策効果が景気の持ち直しを支えていくことが期

待されるが、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクが高まっている。加えて、物価上昇の継

続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響なども、景気を下押しするリスクとなっ

ている。また、金融資本市場の変動等の影響に一層注意する必要がある。 

 

2．各論 
 個人消費 「物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している」 

家電大型専門店販売額は前年を下回っているものの、百貨店・スーパー販売額、コンビニエンススト

ア販売額、ドラッグストア販売額、ホームセンター販売額は前年を上回っている。乗用車の新車登録届

出台数は前年を上回っている。観光・宿泊は回復している。これらのことから、個人消費は、物価上昇

の影響がみられるものの、持ち直している。  
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（主なヒアリング結果） 

➢ 売上げは前年同期比で増加しているものの、牛肉や鮮魚などの高単価な商品に加えて、酒類などの嗜好性が高い商品の売

れ行きが悪い。（百貨店・スーパー） 

➢ 花粉症対策の薬やインバウンドからは乗り物酔いの薬が好調となっているものの、前年のプレミアム商品券の反動減がみ

られており、当期の売上げは前年を下回っている。（ドラッグストア） 

➢ 当期は寒かったことで、灯油や冬物家電などの季節商材が好調に推移し、売上げは前年を上回った。（ホームセンター） 

➢ 2 月には前年の省エネキャンペーンの駆け込み需要による反動減がみられたものの、3 月には新生活需要が好調となって

おり、当期の売上げは前年を上回っている。（家電量販店） 

➢ 支出を抑えるところは抑えている一方で、旅行といったコト消費や品質の良い高価な商品にはお金をかけるメリハリ消費

がされている様子。（ショッピングセンター） 

➢ 認証不正問題で出荷停止となった反動増により、売上げは前年を上回っているものの、新車の販売自体は不正前の7～8割

程度にとどまっている。（自動車販売） 

➢ 宿泊価格の値上げや円安を要因としたインバウンドの増加によって前年同期比で売上げは増加している。（宿泊） 

 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

電気機械は減少しているものの、汎用・業務用機械などは横ばいで推移しているほか、生産用機械、

電子部品・デバイスは増加しており、生産活動は全体として緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 当期の生産量については、中国向けの成熟世代の需要増加のほか、生成 AI やデータセンター向けの先端品が引き続き拡

大していることを受けて、前年同期比で増産傾向である。（生産用機械） 

➢ カーボンニュートラルから石油・LNGへの回帰の動きが見込まれることから、石油化学向けについては、国内、アメリカ、

東南アジア向けで生産は微増している。（汎用機械） 

➢ 医療向けや車載向けの受注が前年よりも増加していることにより当期の生産量は前年同期比で増加、前期と同程度となっ

ている。（情報通信機械） 

➢ 中国において当社製品の在庫調整が進んでいるため、足下の生産は実需に見合ったものになっており、前期と比較して増

加している。（電気機械） 

 雇用情勢 「持ち直している」 

人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にある中、有効求人倍率は横ばいで推移し、新規求人数

は増加しており、雇用情勢は持ち直している。 

➢ 受注の増加によって特に生産のラインにおいて人員は不足していると感じており、求人は出しているものの、応募は少な

い。（製造業） 

➢ オペレーションが難しい飲食店舗で定着率が悪く、人手不足となっている。求人の募集サイトでの閲覧数も減少しており、

求職者が減少していると考えられる。（小売業） 

➢ 人手は不足しており、求人を出しても応募にはつながらない状況。必要に応じて派遣やスキマバイトでしのいでいるが、

それらも集まりにくい。（宿泊） 

 設備投資 「6年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年1-3月期 
○ 6 年度の設備投資計画をみると、製造業では前年比▲13.1％の減少見込み、非製造業では同 14.8％の増加
見込みとなっており、全産業では同1.6％の増加見込みとなっている。 

 企業収益 「6年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」7年1-3月期 
○ 6年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、製造業では前年比249.6％
の増益見込み、非製造業では同▲17.2％の減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超に転じている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年1-3月期 
○ 景況判断BSIをみると、全規模・全産業ベースで「下降」超に転じている。先行きについては、全規模・全
産業ベースでみると、7年7-9月期に「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、分譲住宅は前年を上回っているものの、持家、貸家は前年を下回っており、全

体として前年を下回っている。 
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6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 6/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月

百貨店・スーパー 2.2 1.7 1.2 5.5 ▲ 2.3 4.6 6.2 1.2 1.4 4.1 ▲ 1.8 5.3 1.6 ▲ 1.8 3.3 1.9 6.7 4.1

コンビニエンスストア 1.8 0.8 3.0 2.6 0.8 5.5 0.7 1.6 1.3 2.5 0.1 1.9 0.4 2.1 3.1 3.8 4.4 0.7

ドラッグストア 6.4 6.1 5.3 0.8 5.4 10.6 11.0 7.0 5.7 6.7 5.3 10.7 2.2 3.1 4.0 8.7 2.8 ▲ 1.3

ホームセンター 2.0 5.4 4.2 2.9 0.3 4.1 5.7 0.0 1.9 4.6 0.6 11.6 4.4 ▲ 1.3 5.9 7.3 1.7 4.3

家電大型専門店 ▲ 0.1 6.5 ▲ 0.7 ▲ 1.4 ▲ 4.1 4.1 2.4 ▲ 2.6 ▲ 6.9 9.9 2.4 16.6 1.5 ▲ 5.6 2.2 0.7 0.8 ▲ 4.0

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「経済産業省」
(注)令和7年2月は速報値。

167

206.8 -30.7

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 6/4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

台数 909 973 1,038 1,075 964 830 934 1,035 793 1,092 1,055 1,101 958 1,034 1,115

前年同月（期）比 ▲ 2.4 1.6 5.8 16.1 1.7 ▲ 2.1 ▲ 6.5 ▲ 0.6 2.5 3.0 3.7 6.9 7.0 18.0 14.4

台数 370 470 416 458 378 346 386 469 417 523 521 404 324 448 467

前年同月（期）比 ▲ 14.7 2.3 ▲ 10.5 23.1 ▲ 14.7 ▲ 18.0 ▲ 11.5 ▲ 5.8 10.6 4.2 17.1 ▲ 20.3 ▲ 27.0 16.7 30.1

台数 724 889 860 938 632 704 836 944 733 989 834 901 845 905 971

前年同月（期）比 ▲ 17.0 ▲ 2.9 ▲ 7.7 27.9 ▲ 31.3 ▲ 12.8 ▲ 6.2 10.0 ▲ 15.1 ▲ 3.5 ▲ 15.7 ▲ 6.1 0.0 26.4 29.3

台数 2,003 2,332 2,314 2,470 1,974 1,880 2,156 2,448 1,943 2,604 2,410 2,406 2,127 2,387 2,553

前年同月（期）比 ▲ 10.5 ▲0.0 ▲ 2.7 21.6 ▲ 14.6 ▲ 9.5 ▲ 7.3 2.1 ▲ 3.5 0.7 ▲ 1.7 ▲ 3.6 ▲ 2.6 20.8 22.4

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「(一社)日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会」

1．個人消費

〔グラフ1〕

〔グラフ2〕

物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している
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6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 6/4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月

台数 909 973 1,038 1,075 964 830 934 1,035 793 1,092 1,055 1,101 958 1,034 1,115

前年同月（期）比 ▲ 2.4 1.6 5.8 16.1 1.7 ▲ 2.1 ▲ 6.5 ▲ 0.6 2.5 3.0 3.7 6.9 7.0 18.0 14.4

台数 370 470 416 458 378 346 386 469 417 523 521 404 324 448 467

前年同月（期）比 ▲ 14.7 2.3 ▲ 10.5 23.1 ▲ 14.7 ▲ 18.0 ▲ 11.5 ▲ 5.8 10.6 4.2 17.1 ▲ 20.3 ▲ 27.0 16.7 30.1

台数 724 889 860 938 632 704 836 944 733 989 834 901 845 905 971

前年同月（期）比 ▲ 17.0 ▲ 2.9 ▲ 7.7 27.9 ▲ 31.3 ▲ 12.8 ▲ 6.2 10.0 ▲ 15.1 ▲ 3.5 ▲ 15.7 ▲ 6.1 0.0 26.4 29.3

台数 2,003 2,332 2,314 2,470 1,974 1,880 2,156 2,448 1,943 2,604 2,410 2,406 2,127 2,387 2,553

前年同月（期）比 ▲ 10.5 ▲0.0 ▲ 2.7 21.6 ▲ 14.6 ▲ 9.5 ▲ 7.3 2.1 ▲ 3.5 0.7 ▲ 1.7 ▲ 3.6 ▲ 2.6 20.8 22.4

普通車

小型車

軽自動車

合計
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6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1月 6/2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月

山梨県 103.2 98.8 99.8 101.6 106.1 101.0 100.5 105.9 103.3 101.2 96.8 98.5 97.2 97.4 104.8 101.6

全国 101.1 101.4 101.8 99.9 98.0 101.4 100.8 101.9 100.7 102.5 100.5 101.2 103.0 101.3 101.0 99.9

「山梨県」「経済産業省」

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1月 6/2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月

生産用機械 110.0 107.1 112.7 128.5 123.2 121.3 111.3 107.6 111.1 104.9 107.0 109.4 101.7 113.3 123.1 128.5

電気機械 91.8 87.4 91.7 84.2 89.1 83.6 86.2 94.1 95.2 94.5 83.2 84.4 96.6 90.9 87.7 84.2

食料品 114.5 111.5 109.0 109.7 105.7 112.7 112.6 115.0 115.8 112.2 109.9 112.5 106.5 104.5 115.9 109.7

汎用・業務用機械 98.1 89.2 87.0 88.1 88.7 89.1 98.0 99.1 97.3 90.6 89.2 87.7 90.5 78.7 91.8 88.1

電子部品・デバイス 60.8 67.0 66.0 69.4 54.6 51.0 58.5 59.6 64.2 69.4 67.7 64.0 66.2 64.8 67.1 69.4

「山梨県」

2．生産活動

〔グラフ3〕

〔グラフ4〕
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6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 6/3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月

有効求人倍率（県） 1.28 1.28 1.29 1.26 1.27 1.29 1.27 1.28 1.28 1.28 1.28 1.29 1.29 1.28 1.26 1.26

有効求人倍率（全国） 1.25 1.25 1.25 1.25 1.27 1.26 1.25 1.24 1.25 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「山梨労働局」「厚生労働省」

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 6/3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月

新規求人数 5,955 5,835 5,725 6,048 6,078 6,093 5,760 6,012 5,957 5,861 5,688 6,022 5,695 5,459 6,201 5,894

「山梨労働局」

4/1-3 4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9
全規模・全産業 23.9 32.9 30.5 29.0 27.8 30.7 22.6 27.4 27.1 36.7 31.7 32.9 38.4 25.6 24.4

製造業 33.3 27.3 39.0 18.2 18.4 8.3 2.9 11.8 2.9 16.7 13.8 15.6 26.7 10.0 10.0
非製造業 14.3 37.8 22.0 38.9 36.6 46.2 36.0 38.0 43.1 49.0 41.5 43.4 44.6 33.9 32.1

「甲府財務事務所」

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。

〔グラフ7〕

3．雇用情勢

持ち直している

〔グラフ5〕

〔グラフ6〕
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現 状

不
足
気
味
超
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4/1-3 4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9

全規模・全産業 23.9 32.9 30.5 29.0 27.8 30.7 22.6 27.4 27.1 36.7 31.7 32.9 38.4 25.6 24.4
製造業 33.3 27.3 39.0 18.2 18.4 8.3 2.9 11.8 2.9 16.7 13.8 15.6 26.7 10.0 10.0
非製造業 14.3 37.8 22.0 38.9 36.6 46.2 36.0 38.0 43.1 49.0 41.5 43.4 44.6 33.9 32.1
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全規模・
全産業

製造業 非製造業
全規模・
全産業

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 大企業 中堅企業 中小企業

前年比
増減率（％）

4.4 ▲ 9.2 42.0 1.6 ▲ 13.1 14.8 ▲ 2.9 69.9 ▲ 5.9 ▲ 8.6 14.7 4.6

「甲府財務事務所」

全規模・
全産業

製造業 非製造業
全規模・
全産業

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 大企業 中堅企業 中小企業

前年比
増減率（％）

159.3 269.5 ▲ 1.8 103.6 249.6 ▲ 17.2 884.1 ▲ 8.9 ▲ 9.8 854.0 ▲ 17.0 ▲ 21.0

「甲府財務事務所」

6年度は増加見込みとなっている

6年10～12月期調査 7年1～3月期調査 6年10～12月期調査 7年1～3月期調査

5．企業収益

4．設備投資

〔グラフ8〕

〔グラフ9〕

6年度は増益見込みとなっている
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6．企業の景況感

4/1-3 4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9

全規模・全産業 ▲ 27.1 6.7 ▲ 11.5 ▲ 3.4 ▲ 20.5 4.5 10.7 0.0 ▲ 21.2 9.8 0.0 8.1 ▲ 12.8 ▲ 4.7 4.7

大企業 ▲ 37.5 33.3 5.3 ▲ 5.3 ▲ 26.3 10.5 5.6 ▲ 6.3 0.0 18.8 18.8 12.5 ▲ 12.5 ▲ 6.3 12.5

中堅企業 ▲ 14.3 17.9 ▲ 24.0 14.8 ▲ 17.9 25.8 24.1 6.7 ▲ 23.3 16.7 6.3 3.3 ▲ 17.2 ▲ 3.4 10.3

中小企業 ▲ 31.7 ▲ 11.6 ▲ 11.6 ▲ 14.3 ▲ 19.5 ▲ 15.4 2.7 ▲ 2.6 ▲ 28.2 0.0 ▲ 13.5 10.0 ▲ 9.8 ▲ 4.9 ▲ 2.4

「甲府財務事務所」

4/1-3 4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9

全規模・全産業 ▲ 27.1 6.7 ▲ 11.5 ▲ 3.4 ▲ 20.5 4.5 10.7 0.0 ▲ 21.2 9.8 0.0 8.1 ▲ 12.8 ▲ 4.7 4.7

製造業 ▲ 10.5 15.4 ▲ 12.2 ▲ 2.5 ▲ 37.5 ▲ 5.6 ▲ 2.9 ▲ 20.6 ▲ 14.7 6.7 13.3 12.5 3.3 ▲ 16.7 0.0

非製造業 ▲ 40.4 0.0 ▲ 10.9 ▲ 4.2 ▲ 6.3 11.3 20.0 14.0 ▲ 25.5 11.5 ▲ 7.3 5.6 ▲ 21.4 1.8 7.1

「甲府財務事務所」

「下降」超に転じている

〔グラフ10〕

〔グラフ11〕
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7．住宅建設

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 6/3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月
0.0 9.5 24.1 ▲ 12.1 7.9 ▲ 15.0 31.7 ▲ 10.9 ▲ 0.9 ▲ 8.8 52.2 21.5 33.0 16.9 2.8 ▲ 23.8

▲ 38.2 46.9 ▲ 51.7 ▲ 6.6 87.5 4.9 ▲ 29.5 ▲ 64.6 25.6 ▲ 31.0 190.7 ▲ 13.8 ▲ 68.5 ▲ 20.8 ▲ 51.4 140.6
19.9 ▲ 19.0 4.7 28.6 73.0 ▲ 49.2 133.3 ▲ 37.0 ▲ 15.4 3.4 ▲ 43.8 18.8 ▲ 36.7 39.1 211.1 ▲ 21.2

▲ 5.0 13.7 ▲ 4.2 ▲ 7.2 28.2 ▲ 14.7 33.3 ▲ 25.6 3.5 ▲ 11.5 64.4 13.5 ▲ 23.3 11.8 ▲ 11.7 ▲ 2.4
371 346 308 234 386 296 460 357 351 299 388 311 348 265 226 241

（注）各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「国土交通省」
（注）合計には給与住宅を含んでいる。

8．公共事業

1.3

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-2月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月

14,447 15,284 10,031 5,170 11,663 11,055 20,623 18,360 11,603 15,889 16,026 8,259 5,808 5,425 4,914

5.9 ▲ 2.5 0.3 ▲ 20.5 ▲ 2.9 ▲ 5.3 19.6 23.3 4.0 ▲ 24.3 38.9 ▲ 15.9 ▲ 32.9 23.1 ▲ 42.8

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「東日本建設業保証（株）ほか」

前年を下回っている

分譲
合計

着工戸数（合計）

持家

前年同月（期）比

合計

貸家

〔グラフ12〕

〔グラフ13〕
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14,447 15,284 10,031 5,170 11,663 11,055 20,623 18,360 11,603 15,889 16,026 8,259 5,808 5,425 4,914

5.9 ▲ 2.5 0.3 ▲ 20.5 ▲ 2.9 ▲ 5.3 19.6 23.3 4.0 ▲ 24.3 38.9 ▲ 15.9 ▲ 32.9 23.1 ▲ 42.8
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前年同月（期）比

 6 



9．企業倒産

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-3月 6/4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月

件数 3 4 4 2 6 1 2 5 1 7 2 1 9 4 2 1

前年同月（期）比 50.0 116.7 71.4 ▲ 36.4 100.0 0.0 0.0 150.0 ▲ 50.0 250.0 ▲ 50.0 - 200.0 0.0 ▲ 60.0 ▲ 50.0

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「㈱東京商工リサーチ　甲府支店」

6/4-6月 7-9月 10-12月 7/1-3月 6/4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月

負債総額 454 1,129 1,068 753 1,150 45 167 2,163 35 1,190 166 100 2,939 1,083 297 880

前年同月（期）比 206.8 175.9 246.1 50.9 553.4 66.7 ▲ 30.7 256.3 ▲ 91.0 412.9 ▲ 56.3 - 438.3 141.2 ▲ 68.0 627.3

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「㈱東京商工リサーチ　甲府支店」

〔グラフ15〕

〔グラフ14〕

件数は前年を下回っているが、負債総額は前年を上回っている
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